
独立行政法人農業生物資源研究所の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２４年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　中期目標に定められた業務について、中期計画に沿った年度計画が順調に達成され、独立

　行政法人評価委員会による平成２３年度の総合評価がＡ評価であったこと等を踏まえ、役員

　報酬の増減は行わなかった。

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

理事

監事

監事

　　　　　・　俸給月額を０．５％引き下げた。なお、平成23年度に係る較差相当分
　　　　　　を平成２４年６月期の期末特別手当において調整した。
　　　　　･　平成２４年４月から平成２６年３月までの間、俸給月額、地域手当、期末
　　　　　　特別手当を９．７７％減額した。

　　　　　・　俸給月額を０．５％引き下げた。なお、平成23年度に係る較差相当分
　　　　　　を平成２４年６月期の期末特別手当において調整した。
　　　　　･　平成２４年４月から平成２６年３月までの間、俸給月額、地域手当、期末
　　　　　　特別手当を９．７７％減額した。

　　　　　・　俸給月額を０．５％引き下げた。なお、平成23年度に係る較差相当分
　　　　　　を平成２４年６月期の期末特別手当において調整した。
　　　　　･　平成２４年４月から平成２６年３月までの間、俸給月額、地域手当、期末
　　　　　　特別手当を９．７７％減額した。

額 ％ げ

1

監事

（非常勤）

２　役員の報酬等の支給状況

平成２４年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

16,016 10,584 3,948
1,270

214
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ＊

千円 千円 千円 千円

12,597 8,402 3,138
1,008

49
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

12,593 8,402 3,134
1,008

49
（地域手当）
（通勤手当）

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

9,555 6,345 2,367
761
82

（地域手当）
（通勤手当）

3月31日

千円 千円 千円 千円

2,260 2,027 0 233 （通勤手当）
3月31日

注１：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支

　　給されているものである。

注２：「前職」欄の記号は、役員の前職の種類別に、「＊」は退職公務員、「◇」は役員出向者、「※」

　　は独立行政法人等の退職者、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等の退職者であり、

　　該当がない場合は空欄。

注３：千円未満切り捨ての関係から、平成２４年度年間報酬等の総額と各内訳の合計額が一致しな

　　い場合がある。

理事長

理事Ｂ

監事

監事
（非常勤）

理事Ａ

前職

　　　　　・　報酬日額を０．５％引き下げた。
　　　　　・　平成２４年４月から平成２６年３月までの間、俸給日額を９．７７％減額し
　　　　　　た。

就任・退任の状況
役名

その他（内容）
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２４年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

千円 年 月

7,020 6 0 H23.3.31 1.0 ※

千円 年 月

千円 年 月

注１：業績勘案率は、農林水産省独立行政法人評価委員会が、０．０から２．０の範囲内で業績に

　　応じて決定している。

注２：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に

　　至った事由を記入している。

注３：「前職」欄の記号は、退職者の役員時の前職の種類別に、「＊」は退職公務員、「◇」は役員

　　出向者、「※」は独立行政法人等の退職者、「＊※」は退職公務員でその後独立行政法人等

　　の退職者であり、該当がない場合は空欄。

監事
（非常勤）

理事長

理事

該当者なし

該当者なし監事

該当者なし

独立行政法人評価委員
会による業績評価の結
果、年度計画に基づいて
適切に業務が行われてい
たとされ、基本業績勘案
率１．０を加減算するには
至らないとの決定がなさ
れた。

法人での在職期間 摘　　要

222



Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　　　中期計画における職員の人事に関する計画に基づき、人員の適正な配置及び合理化を
　　　行い、中期計画の人件費の見積りの範囲内で人件費の管理を行っている。

　② 職員給与決定の基本方針
　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方
　　　独立行政法人通則法第６３条第３項に基づき、一般職の職員の給与に関する法律の適用
　　　を受ける国家公務員の給与、民間企業の従業員の給与、業務の実績及び中期計画の人
　　　件費の見積りその他の事情を考慮し決定を行っている。

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方
　　　職員の勤務成績等に応じて、昇給や勤勉手当の成績率の決定を行っている。

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２４年度における給与制度の主な改正点

俸給：昇給

　勤務成績が適切に反映されるよう職員を初任層と中間層及び管理職層に区
分し、さらにそれぞれの職員層ごとに、５段階（Ａ～Ｅ）の昇給区分に応じた昇
給号俸数を設定し、毎年１月１日に前年１年間の勤務成績を判定し昇給させ
る。
　さらに、研究職員俸給表の適用職員にあっては、顕著な研究業績を挙げた
と認められる場合等には、特別な昇給を実施することができる。

賞与：勤勉手当
（査定分）

　職員の勤務成績に応じ、１３５／１００（特定幹部職員にあっては、１７５／１０
０）を超えない範囲内において成績率を決定し、俸給等の月額にこれを乗ず
ること等により勤勉手当を支給する。

制度の内容給与種目

　① 人件費管理の基本方針

（１）平成２４年５月１日から俸給月額の引き下げ（50歳台最大で0 5％ 40歳台（後半0 4％
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　（職員について）
　　・実施期間：平成２４年５月１日～平成２６年３月３１日
　　・俸給表関係の措置の内容

一般職員２級以下、技術専門職員３級以下、研究職員２級以下・・・▲４．７７％
一般職員３級～６級、技術専門職員４級以上、研究職員３級及び４級・・・▲７．７７％
一般職員７級以上、研究職員５級以上・・・▲９．７７％

　　・諸手当関係の措置の内容
俸給の特別調整額・・・▲１０％
地域手当、広域異動手当、超過勤務手当・・・俸給表関係の措置内容に準ずる
期末・勤勉手当・・・▲９．７７％

　　・国と異なる措置の概要

（４）平成24年秋の給与再精査に関する措置

（２）平成２４年４月1日における３０歳未満職員の２号俸上位及び３１歳以上３６歳未満職員の
　　　１号俸上位への号俸調整。

実施期間を平成２４年５月１日から平成２６年３月３１日までの間としていることから、
国と同等の給与削減となるよう、平成２４年４月分給与に係る減額支給措置相当額
を１２月期期末手当において減額調整

（３）国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成２４年法律第２号）に基づく
　　 国家公務員の給与の見直しに関連して、以下の措置を講ずることとした。

　　国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給しており、問題ないと考えられるため措置は
　行っていない。

（１）平成２４年５月１日から俸給月額の引き下げ（50歳台最大で0．5％、40歳台（後半0.4％、
　　　前半0～0.3%））。
　　　平成24年4月の較差相当額を平成２４年６月期期末手当において調整。
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

306 47.7 7,690 5,899 76 1,791
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 43.6 5,891 4,448 64 1,443
人 歳 千円 千円 千円 千円

211 48.5 8,535 6,575 81 1,960
人 歳 千円 千円 千円 千円

29 50.6 5,636 4,279 69 1,357

人 歳 千円 千円 千円 千円

17 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

1 － － － － －
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 34.9 5,241 4,230 82 1,011

人 歳 千円 千円 千円 千円

23 36.0 4,218 4,218 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

23 36.0 4,218 4,218 0 0

注１：常勤職員の「技術専門職種」とは、試験圃場管理、実験動物管理、その他庁務及びこれらに準

　　ずる専門的業務に従事する職種を示す。
注２：任期付職員のうち事務・技術の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定される
　　おそれがあることから、平均年齢以降の事項については表示していない。

注３：非常勤職員の「委託費等雇用職員」とは 委託費等から給与を支給している非常勤職員を示す

常勤職員

事務・技術

うち賞与

事務・技術

総額

平成２４年度の年間給与額（平均）
区分 うち所定内人員 平均年齢

委託費等雇用職員

研究職種

非常勤職員

技術専門職種

任期付職員

研究職種

4

注３：非常勤職員の「委託費等雇用職員」とは、委託費等から給与を支給している非常勤職員を示す。
注４：該当者がいないため記載を省略した区分及び職種は以下のとおりである。
　　①常勤職員のうち、医療職種（病院医師及び病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）

　　②在外職員

　　③任期付職員のうち、医療職種（病院医師及び病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）

　　④再任用職員

　　⑤非常勤職員のうち、事務・技術、研究職種、医療職種（病院医師及び病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）
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② 年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）
〔在外研究員、任期付職員及び再任用職員を除く。以下、⑤まで同じ。〕

千円 　　　　人

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。
注２：年齢が、２４－２７歳の区分の該当者は、２人以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　されるおそれがあることから、平均給与額を表示していない。
注３：年齢が、２４－２７歳の区分の該当者は、４人以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　されるおそれがあることから、第１・第３四分位を表示していない。
注４：年齢２０－２３歳には当法人に該当者はいない。
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２０－２３歳 ２４－２７歳 ２８－３１歳 ３２－３５歳 ３６－３９歳 ４０－４３歳 ４４－４７歳 ４８－５１歳 ５２－５５歳 ５６－５９歳

人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（事務・技術職員）

5

（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

部長 1 － － － －
課長 3 56.8 － 8,313 －
課長補佐 13 51.4 6,684 6,959 7,162
係長 39 42.9 5,226 5,721 6,294
係員 10 30.4 3,513 3,661 3,770

注１：部長の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
　　から、平均年齢以降の事項については表示していない。
注２：課長の該当者は４人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
　　から、第１及び第３四分位については表示していない。

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 人員 平均平均年齢
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千円 　　　人

注１：年齢が、３２歳－３５歳の区分の該当者は、４人以下のため、当該個人に関する情報が特定
　　されるおそれがあることから、第１・第３四分位を表示していない。
注２：年齢２０－２３歳、２４－２７歳及び２８－３１歳には当法人に該当者はいない。
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人数

平均給与額

第３四分位

国の平均給与額

第１四分位

年間給与の分布状況（研究職員）

6

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

研究部長 8 57.3 10,304 10,908 10,943
研究課長 78 53.2 9,248 9,587 10,033
主任研究員 123 45.2 7,086 7,623 8,196
研究員 2 － － － －

注１：研究員の該当者は２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれがあること
　　から、平均年齢以降の事項については表示していない。

分布状況を示すｸﾞﾙｰﾌﾟ 人員 平均年齢 平均
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③ 職級別在職状況等（平成２５年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

標準的 課長・
な職位

人 人 人 人 人 人 人

66 0 10 17 28 6 3
（割合） （　 －%） （  15.2%） （　25.8%） （　42.4%） （　 9.1%） （　 4.5%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

－ 35 57 53 55 58

～ ～ ～ ～ ～ ～

－ 27 30 40 49 55
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ 3,110 4,158 6,272 5,422 6,311

～ ～ ～ ～ ～ ～

－ 2,624 3,096 4,174 4,886 5,084
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ 4,043 5,480 8,084 7,350 8,161

～ ～ ～ ～ ～ ～

－ 3,435 3,981 5,423 6,669 6,990

７級 ８級 ９級 １０級
同相当職

人 人 人 人

2 0 0 0
（　3.0%） （　 －%） （　 －%） （　 －%）

歳 歳 歳 歳

－ － － －

～ ～ ～ ～

－ － － －
千円 千円 千円 千円

課長補佐・同相当職

人員

年間給与
額(最高～

最低)

係　　　　　員

部長・同相当職

係長・同相当職

年齢（最高
～最低）

所定内給
与年額(最
高～最低)

7

－ － － －

～ ～ ～ ～

－ － － －
千円 千円 千円 千円

－ － － －

～ ～ ～ ～

－ － － －
注：７級における該当者は、２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
　　があることから「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。
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（研究職員）
区分 計 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

人 人 人 人 人 人 人

211 0 2 66 65 77 1
（割合） （　  －%） （　0.9%） （　31.3%） （　30.8%） （　36.5%） （　 0.5%）

歳 歳 歳 歳 歳 歳

－ － 54 55 59 －

～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － 34 42 47 －
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － 6,185 7,077 8,957 －
～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － 4,968 5,740 6,628 －
千円 千円 千円 千円 千円 千円

－ － 8,000 9,104 11,839 －

～ ～ ～ ～ ～ ～

－ － 6,390 7,431 8,703 －
注：２級及び７級における該当者は、２人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれ
　　があることから「年齢（最高～最低）」以下の事項について記載していない。

④ 賞与（平成２４年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

（事務・技術職員）
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

－ － －
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） － － －

％ ％ ％

         最高～最低 － － －

研究員
標準的
な職位

人員

所定内給
与年額(最
高～最低)

管理
職員

年齢（最高
～最低）

区分

研究部長・同相当職

一律支給分（期末相当）

研究課長・室長・主任
研究員・同相当職

研究補助員

年間給与
額(最高～

最低)

8

         最高 最低
％ ％ ％

64.1 65.1 64.6
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.9 34.9 35.4

％ ％ ％

         最高～最低 42.9～32.3 42.3～31.2 41.6～31.9

注：事務・技術職員における管理職員は１人のため、当該個人に関
　　する情報が特定されるおそれのあることから記載していない。

（研究職員）
夏季（６月） 冬季（12月） 計

％ ％ ％

55.8 56.3 56.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 44.2 43.7 43.9

％ ％ ％

         最高～最低 46.7～33.6 48.6～34.3 46.8～33.9
％ ％ ％

64.6 65.5 65.1
％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 35.4 34.5 34.9

％ ％ ％

         最高～最低 43.6～32.4 42.5～30.5 40.6～32.2

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一律支給分（期末相当）

一般
職員
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⑤ 職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員)

（事務・技術職員）
対国家公務員（行政職（一）） 97.4

対他法人（事務・技術職員） 91.6

（研究職員）

対国家公務員（研究職） 98.3

対他法人（研究職員） 98.6

すべての独立行政法人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００

給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

地域勘案　　　　　   ９８．６

参考 学歴勘案 　　　　　１００．７

地域・学歴勘案　　  ９９．９

　　として、法人が現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

注：　当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、

項目 内容

指数の状況

対国家公務員　　９７．４

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　99.9％
（国からの財政支出額 9 829百万円 支出予算の総額 9 843百万円：平成

9

○研究職員

地域勘案　　　　　　 ９８．６

参考 学歴勘案 　　　　　　９７．８

地域・学歴勘案　　　９７．７

指数の状況

・主務大臣の検証結果
　国家公務員より低い水準であり、問題ないと考えている。

・主務大臣の検証結果
　国家公務員より低い水準であり、問題ないと考えている。

項目 内容

　給与水準の適切性の
　検証

対国家公務員　　９８．３

【累積欠損額について】
累積欠損額　：　なし　（平成23年度決算）

【累積欠損額について】
累積欠損額　：　なし　（平成23年度決算）

（国からの財政支出額　9,829百万円、支出予算の総額　9,843百万円：平成
24年度予算）
【検証結果】
　当法人は、国からの財政支出である運営費交付金、施設整備費補助金、受
託収入等で運営されており、総額に占める国からの財政支出割合が高くなっ
ている。
　当法人の職員給与規程は、国家公務員の職員給与を規定している「一般職
の職員の給与に関する法律」等に準拠して規定しており、給与水準は国家公
務員と同水準であり、適切性を確保している。
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２４年度）

前年度
（平成２３年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

・給与、報酬等支給総額については、対前年度比△９．４％であるが、要因としては、常勤職員数の

　減少、俸給月額の切り下げ及び給与減額支給措置（削減額　△244,172千円（職種毎の内訳は

　以下のとおり））によるものである。

役員：△5,454千円、一般職員：△41,355千円、技術専門職員：△13,853千円、

研究職員：△173,846千円、任期付職員：△9,664千円

・最広義人件費については、対前年比△６．０％となったが、退職者数の増による退職手当支給額の

　増加（＋５７．８％）となったものの、上記の要因に加えて、非常勤職員数の減少による非常勤役職

　員等給与の減少（△７．３％）と福利厚生費の減少（△６．８％）によるものである。

非常勤役職員等給与
906,523 977,779

退職手当支給額
304,381

区　　分

192,931

△ 289,544

△ 71,256

111,450

（ △9.4％） △ 293,624

福利厚生費

（ △7.3％）

（ △6.8％）495,577 531,691 △ 36,114

最広義人件費
4,524,751 4,814,295

比較増△減
中期目標期間開始時（平成
２３年度）からの増△減

給与、報酬等支給総額
2,818,270 3,111,894 △ 293,624

△ 71,256（ △7.3％）

△ 36,114 （ △6.8％）

111,450  （  57.8％）（  57.8％）

（ △9.4％）

（ △6.0％） △ 289,544 （ △6.0％）

10

員等給 減 （ ％） 福利厚 費 減 （ ％） 。

　なお、「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げについて」（平成24年8月7日閣議決定）に基

　づき、当法人において講じた措置による削減額は11,769千円（職種毎の内訳は以下のとおり）である。

役員：543千円、技術専門職員：252千円、研究職員：10,974千円

Ⅳ 法人が必要と認める事項

「国家公務員の退職手当の支給水準引き下げ等について」（平成24年8月7日閣議決定）に基づき、平成25
年1月（職員は平成25年2月）から以下の措置を講ずることとした。
　　・役員に関する講じた措置の概要
　　　　　①支給水準の引き下げ
　　　　　　    段階的な引き下げ措置
　 　　　　　　　・平成25年1月1日～平成25年9月30日　：　９８／１００
　 　　　　　　　・平成25年10月1日～平成26年6月30日　：　９２／１００
　 　　　　　　　・平成26年7月1日以降　：　８７／１００
　　・職員に関する講じた措置の概要
　　　　　①支給水準の引き下げ
 　　　　　　   段階的な引き下げ措置
 　　　　　　　　・平成25年2月1日～平成25年9月30日　：　９８／１００
 　　　　　　　　・平成25年10月1日～平成26年6月30日　：　９２／１００
 　　　　　　　　・平成26年7月1日以降　：　８７／１００
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